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排水性舗装は,透 水機能および低騒音機能を有するが,こ れ らの機能は経年とともに低下することが課題

となっている.本 稿では,排 水性舗装の機能経年低下について現状と課題を整理 した上で,つ くば市内の現

道の排水性舗装上での機能回復試験,お よび全国の直轄国道でのデータを基にした効率的な機能回復手法に

ついての検討を行った.空 隙中の塵埃等の除去技術を用いた手法について,透 水機能及び低騒音機能の供用

性に関しては現場透水量を指標 として,路 面性状の供用性に関してはMCIを 指標 として,そ れぞれ検討 し,

現場透水量の供用性 と路面性状の供用性の両面からコス トパフォーマンス として適切 と考えられる排水性

舗装の維持管理手法の一検討結果を示 した.

Key Words: porous asphalt pavement, functional maintenance methodology, water permeability,
cost performance

1.は じめに

排水性舗装は,路 面雨水排除による走行安全性の向上

や騒音低減効果を期待 して施工されている.し かし,塵

埃による空隙づまり等により数年でこれ らの効果が低下

するため,機能の回復が必要である.そこで,本稿では,

排水性舗装の機能回復に関する課題を整理した上で,現

道の排水性舗装に対 して空隙中の塵埃等の除去技術を用

いた機能回復試験を行った.ま た,同 様の機器を使用 し

た維持管理について,全 国の直轄国道でのデータを基に

コストパフォーマンスを考慮した適切な排水性舗装の機

能回復手法を検討 した.

2.排 水性舗装の機能回復に関する課題

排水性舗装では,経 年とともに透水機能および低騒音

機能の低下が報告されている1),2).これら機能低下の原

因は,空 隙つぶれ,表 面の荒れ,空 隙づまり等が考えら

れる.

空隙つぶれは,高 温時のアスファル トの流動や走行車

両のタイヤがアスファル トモルタルを引きずることによ

り生じるが,ア スファル トの改良による対応がとられて

いる.

表面の荒れは,ア スファル ト皮膜の剥がれや露出した

骨材の摩耗により生じる.筆 者 らは,騒 音低減機能の維

持,回 復手法として,樹 脂モルタル充填や樹脂コー ト等

により一定の効果があることを過去に報告している3).

空隙づまりについては,排 水性舗装技術指針(案)4)に,

(1)高圧水,(2)圧縮空気,(3)バキューム,(4)高圧水とバキ

ュームの併用,(5)過酸化水素水の利用等の方法が記載さ

れてお り,民 間で(4)高圧水とバキュームの併用方式が主

に開発され,市 販 されている.こ れらの機器は,空 隙づ

まりに対しては一定の効果があるものの,空 隙つぶれに

よる透水量低下,騒 音低減機能低下および表面の荒れに

よる騒音低減機能の減少に対しては効果が期待できない.

直轄国道の排水性舗装区間においては,北 陸地方整備

局で定期的に機能回復作業をしてお り,他 の一部地方整

備局では機能回復に関する調査検討を試験的に行ってい

る.一 方,機 能の低下を問題視 しつつも,機 能回復作業

による回復効果が不明であること,機 能回復作業のコス

トに見合った効果が得られるか不明であること等により,

多くの地方整備局では維持方法が確立されていない状況

である.

そこで本稿では,排 水性舗装の機能回復手法として,

空隙中の塵埃等の除去技術を用いた維持管理手法による

機能回復方法について,透 水量を指標としてコス トパフ

ォーマンスを考慮し検討することとする.
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※舗装種別は、追越車線、走行車線とも同じ

図-1調 査 箇所 の概要

表-1機 能 回復車 の主 な仕様

表-2調 査内容

○印が実施項目

3.つ くば市内での機能回復試験例

(1)試 験方法

a)調 査概要

長期供用した現道の排水性舗装上で,清 掃による機能

回復作業 を行い,作 業前後の機能の変化,路 面性状を調

査した.

b)調 査箇所

調査は,つ くば市内の平成4年 に施工した排水性舗装

上で行った.粒 度の異なる3種 類の排水性舗装,比 較の

ための密粒度舗装が施工されている現道上の試験工区で

あり,図-1の ような概要の箇所である.

c)機 能回復方法

機能回復作業は,表-1に 仕様を示す機能回復車を用い

て実施した.機 能回復車とは,舗 装の上面より高圧水を

あて,空 隙の詰まり物質を破砕 し,高圧吸引によりこれ

を回収する機能を持つ車である.泥 水状で吸引された詰

まり物質は,機 能回復車内で固液分離され,水 はある程

度繰り返し使用できる構造となっている.

d)調 査項目

調査は,機 能回復前,機 能回復後のそれぞれの段階で

行い,路 面性状調査,切 り取りコアの断面観察等を行っ

た.調 査内容を表-2に示す.

表-3切 り取 りコアの断面観察の結果

※"上 か ら○割"と は,排 水性 舗装5cmの うち,上 か ら

○割 程度詰 ま り物質で詰 まってい るこ とを指す.

※BWPは 車線 中央の非わ だち部,OWPは 外側 わだ ち部 を示す.

図-2機 能回復車に回収 された固形物量

(2)試 験結果

a)空 隙詰まり物質の除去特性

(1)抜き取りコアの断面観察

空隙詰まり物質の詰まり状態をみるために,現 場から

抜き取ったコアの断面を観察した.コ アを採集する時の

切り取り断面は,切 り取りの際の熱や水により,ア スフ

ァル トが溶けたり詰まり物質が流出したりするため,コ

アを60℃程度に温め,手 で半分に割り,そ の断面を観察

した.

切り取 りコアの断面観察の結果を表-3に 示す.過 去の

報告5)によれば,排水性舗装では,非わだち部では上から

詰まり,わ だち部では下から詰まり,さ らに詰まりが進

行すると全層詰まると報告されている.今回の調査では,

わだち部では全層詰まっている箇所がほとんどであり,

十分詰まりが進行した状態であった.今 回の調査箇所は

10年 以上という長い期間機能回復等を実施していなかっ

たため,こ れまでの報告と同じように全層詰まった状態

になったものと考えられた.

(2)詰まり物質量

機能回復作業によって,回 収された固形物の量を図-2

に示す.工 区によって差が大きく,回 収量は最大粒径の

小さい第4工 区が最も少なく,空 隙率が大きい第3工 区

で多くなった.

抜き取りコアの内部に溜まった詰まり物質を過酸化水
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図-3舗 装内に溜まった全詰まり物質量

図-4全 詰まり物質に対する除去率

素を用いて全て取り出して,全詰まり物質量を測定した.

結果を図-3に 示す.機 能回復前後で測定したが,全 ての

箇所で機能回復後は詰まり物質量が減っており,詰 まり

物質が除去されている様子が分かる.

空隙内に溜まった物質の除去率を図-4に 示す.図-4の

除去率は,図-2の タンク内物質量と図-3の機能回復前の

全詰まり物質量の差から算出した.空 隙率の大きい工区

で除去率が大きくなり,粒径,空 隙径が小さい第4工 区

の除去率が最も低くなった.

いずれの工区も,除 去率としては数～10%程 度であり,

長期間機能回復等を行っていない排水性舗装では,効 果

的な除去は困難であると考えられた.

b)詰 まり物質の粒度分布

機能回復車により回収された詰まり物質の粒度を図-5

に示す.こ こでは比較として,国 土交通省関東地方整備

局東京国道事務所管内で計測した例6)を併記 している.つ

くば市内で回収された詰まり物質は,都 市部で回収され

た詰まり物質と比べ,粒 径が非常に細かいことがわかっ

た.こ れは,つ くば市内の空隙詰まり物質は周辺の土壌

由来の細かい成分が多いが,都 市部の空隙詰まり物質で

は土壌由来の成分が少ないためと考えられた.

抜き取 りコアから回収 した詰まり物質の粒度分布を図
-6に 示す.こ こでも比較のため,東 京国道事務所管内で

図-5機 能回復車に回収された固形物の粒度

図-6切 り取 りコアから回収 した詰まり物質
の粒度分布(機 能回復前)

計測した例を併記した.都 市部の詰まり物質では,供 用

年数が長くなるほど粒度が粗くなっているが,つ くばの

詰まり物質は粒度が細かく,回 収されたものと同様の傾

向であった.

以上のように,排 水性舗装の詰まり物質は,沿 道の土

地利用形態により異なるので,路 線の特徴を把握した適

切な洗浄の検討が必要であると考えられる.

4.全 国直轄国道デ-タ を基に した

機能回復作業頻度の検討

(1)機能回復作業の最適作業頻度検討の考え方

機能回復の最適作業頻度の考え方について、本稿での

検討フローを図-7に示す.

排水性舗装は,路 面雨水排除による走行安全性の向上

や騒音低減効果を期待して施工されている.したがって,

これ ら機能が一定のレベルに低下するまでの期間が,付

加的機能面からみた場合の寿命であると考えられる.一

方,排 水性舗装を施工した場合においても,舗 装体とし

て本来満たすべき機能がある.舗 装体としての本来機能

を示す路面性状がある一定のレベルに低下するまでの期

間が,舗 装体本来機能面からみた場合の寿命であると考

えられる.

そこで,本 稿では,付 加的機能を示す透水量に関する
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図-7本 稿で用いた機能回復最適作業頻度の検討フロー

供用性と舗装体本来機能を示す路面性状(MCI)の 供用

性に対してそれぞれの推移を検討し,両 機能の内,早 く

寿命を迎えた場合に修繕するものと仮定して,コ ストパ

フォーマンス的に有利となる機能回復作業頻度を求める

こととする.

(2)供 用性曲線の設定手法の検討

排水性舗装の透水機能に関する供用性曲線は,現 場透

水試験から得られる透水量の推移を示すものとする.透

水機能に関する供用性曲線は,供 用後,機 能回復作業を

全く行なわなかった場合の供用性曲線(以 下,マ スター

カーブとする.)と,機 能回復作業による回復量と機能

回復作業後の供用性曲線(以下,機能回復カーブとする.)

に区分して検討,設 定する.排 水性舗装の透水機能に関

する供用性曲線の概念を図-8に 示す.

また,ラ イフサイクルコス ト算定には透水機能の他に

図-8透 水機能に関する供用性曲線の概念

舗装体としての寿命が必要なため,路 面性状の指標であ

るMCIの 供用性曲線についても検討,設 定する.

a)透 水量の供用性曲線の検討

(1)透水量データの収集 ・整理

各地方整備局所管の直轄国道の透水量データを収集 し,

各種条件に分類し,そ れぞれ供用性曲線を作成 し検討し

た.条 件別の透水機能経時変化の傾向を表-4に示す.
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表-4条 件別の透水機能経時変化の傾向

DID地 区:人 口集中地区のことで、市区町村の区域内で人
口密度の高い(約4000人/km2以 上)調査区域が互い
に隣接して、その人口が5000人 以上となる地域

市街地:道 路の両側に人家が連担し、市街部を形成している
地域でDID地 区以外の地域

平地:人 家が連担 しておらず、道路勾配が緩やかな地域
山地:山 地、丘陵および山麓地域

表-5階 級幅ごとの決定係数

表-6作 成 したマスターカーブの推定式

x:経 過 月 数,y:現 場 透 水 量(ml/15s)

(2)マスターカーブの設定

マスターカーブの設定にあたって,マ スターカーブの

目的変数,説 明変数および線形について検討 した.

透水量データの特異値棄却のため,階 級分けにより特

異値の影響を小 さくした.階 級分けに対する階級幅の検

討結果を表-5に 示す.階 級幅について,決 定係数を優先

すれば階級幅の広い6ヶ 月が最も良好であるが,有 効階

級数が15と 少なく,透 水量が0ml/15sと なる月数 も77.0

ヵ月 と他の階級幅 とはやや異なる.一 方,有 効階級数 を

優先すれは階級幅1ヶ 月が最 も優位となるが,決 定係数

は他の階級幅 よりもやや小さな値 となる。以上より,階

級幅は2ヶ 月か3ヶ 月が適切ではないか と判断した.次

に、階級幅別に階級内にデータが存在 しない(n=0)階 級

数の割合 について確認 した結果を見ると,階 級幅内のデ

ータ数が0の 階級数は2ヶ 月で9階 級
,3ヶ 月で4階 級で

あり,全 階級数に対する比率はそれぞれ22.0,14.3%で あ

る.階 級幅2ヶ 月 と3ヶ 月 とを比較すると,全 階級数の

比率(2ヶ 月:3ヶ 月)は4:3で あるのに対 し,デ ータ

数0の 階級は2:1と な り,階 級幅2ヶ 月は3ヶ 月よりも

階級幅 を狭 くする効果が小 さいといえる.し たがって,

本検討では階級幅3ヶ 月が最良であると判断した.目 的

変数については,透 水量の実測値や施工直後 との比率等

図-9つ くば市内排水性舗装の経年透
水量 とマスターカーブの比較

表-7透 水機能回復量の推定式

wb:機 能 回復作業前現場透水量(ml/15s)

yrec:透 水機能回復量(ml/15s)

図-10一 般地域の透水量回復量検討結果

が考えられたが,本 検討では相対的に相関係数が高い透

水量の実測値を設定した.

説明変数の設定対象は,経過月数,累積大型車交通量,

累積49kN換 算輪数等が考えられたが,本検討では,相対

的に相関係数が高い経過月数を説明変数とした.

以上の通 り,目的変数,説 明変数を設定し,回 帰式の

線形について,1～4次 式まで検討した結果,1次 式で決

定係数が0.86と 十分に有意であったため,マ スターカー

ブは1次 式とした.作 成したマスターカーブの推定式を

表-6に 示す.

作成 したマスターカーブの検証のためつくば市内で平

成4年 に施工した排水性舗装の透水量経年データと比較

した結果を図-9に示す.当 初はつくば市内の透水量が高

いが,そ の後の傾向はマスターカーブと同様であること

がわかる.

(3)機能回復カーブの設定

機能回復カーブの設定にあたって,機 能回復量と回復

作業後の供用性曲線について検討した.

機能回復作業を行 うことで舗装内の塵埃の堆積状況が

変化し,同 一箇所における1回 目の回復作業の効果と2

回目以降の回復作業の効果は同等ではない可能性があっ

た.こ のため,回 復作業回数別の回復量について検討し
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階級(以 上～未満)

a)マ ス ターカーブの傾 き

階級(以上～未満)

(b)機 能回復カーブの傾き
図-11マ ス ターカーブ と回復作業後の供用性 曲線の傾き

表-8MCIの 予 測式

xy:経過年,yMCI:MCIの 予測値

表-9MCI=3.5に な るまでの推 定供用年数

たが,回 数による明確な違いはみ られなかったので,本

検討においては,作 業回数別に回復量を分類 しなかった.

階級幅および線形については,マ スターカーブ と同 じよ

うに検討 し,階 級幅は50myl/15sec,線 形は2次 式 とした.

透水機能回復量の推定式を表-7に 示す.ま た,例 として
一般地域における透水機能回復量を図-10に 示す .一般地

域では,機 能回復前の段階で透水量が50～700ml/sccの 場

合,機 能回復作業により100ml/15sec以 上の回復量が期待

できることがわかった.

マスターカーブの傾きと回復作業後の供用性 曲線の傾

きを図-11に 示す.こ の結果,両 者の最頻値が同じ階級に

あ り傾きは同程度であることが分かる.ま た,平 均値に

ついては,-21.1ml/15sと-29.2ml/15sで あ り,そ の差は約

8ml/15sで ある.さ らに,標 準偏差は33.1と29.0で ある.

ここでの傾きは1年 間で減少する現場透水量を意味する

ものであ り,通 常の試験値(新 設時の要求性能で1,000

ml/15s)と 標準偏差を考慮すれば、8ml/15sの 差異は非常

に小 さい と考 えられ る.以 上から,傾 きは同程度である

と判断 し,本 検討では同 じ係数を用いることとした.

(4)各機能回復作業頻度に対す る透水性能維持期間

(2),(3)よ り得 られたマスターカーブ,機 能回復カーブ

か ら地域条件,回 復作業頻度 ごとに算出 した透水量が

0ml/15secに なるまでの期間を図-12に 示す.

(a)一 般 地域 (b)積雪寒冷地域
図-12透 水 量 がOml/15secにな るまでの期間

(a)一 般 地域 (b)積 雪寒冷地域

図-13MCIの 予 測推移

積雪寒冷地域の市街地,平 地 ・山地では,持 続効果を

あま り期待できない傾向があることがわかった.

b)路 面性状の供用性曲線の検討

(1)舗装管理支援システムのデータ抽出

舗装管理支援 システムか ら排水性舗装 区間のデータを

抽出 した.次 に,前 回測定よ りも新 しく測定 した区間の

MCIの 方が大きな値 となった場合等,明 らかに本検討に

適 さないデータを除外 した.

(2)各路面性状予測式の作成

路面性状の長期予測手法が未確立であるため,本 検討

では,ひ び割れ率,わ だち掘れ量,平 たん性 について,

以下の短期予測タイプの漸化式(式(1))に より算定 した.

ここで,i年 度の実測値(前 回測定値)をMi,i+3年 度の

実測値(最 新測定値)をMi+3と する.

3年 間の変化量=(Mi+3-Mi

→1年 間の変化量=(Mi+3-Mi)/3

(1)

式(1)について回帰分析 を行い,Mi+1-aMi+bの 形式の予

測式 を設定 した.

(3)MCI予 測式作成

MCIの 予測値は,(2)で 検討 したひび割れ率,わ だち掘

れ量,平 たん性 の各予測式を式(2)～(5)に代入 し算出した

結果の最小値 である7).
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表-10コ ス ト分析の一般条件

表-12条 件 別最適作業頻度算定結果
(コストパフォーマンスの解析期間を40年 と仮定した場合)

(積雪寒冷地域 ・DID地区・旧C交 通については,デ ータがないため未算 定)

表-11道 路管理者費用算定 に用いたマスターカーブ

(積雪寒冷地域 ・DID地区 ・旧C交 通については,デ ータがないため未算定)

x:経 過 月 数,y:現 場透 水 量(ml/15s)

図一14総 コス トと透水量の経時変化の一例(一 般地域,市 街地,旧C交 通の場合)

(2)

(3)

(4)

(5)

ここで,C:ひ び割れ率(%)

D:わ だち掘れ量(mm)

σ:平たん性(mm)

ひび割れ率,わ だち掘れ量,平 たん性 の各予測式を式

(2)～(5)に代入することにより得 られたMCIの 予測式を

表-8,MCIの 予測推移を図-13に 示す.

この結果,MCI=3.5に なるまでの供用年数は表-9の よ

うに推定 された.な お,路 面性状から考えた舗装の寿命

については,既 往調査8)を参考 とし,MCI=3.5を 修繕の基

準と仮定 した.

(3)最 適作業頻度の検討

a)ラ イフサイクルコス ト算定条件

機能回復の最適作業頻度を検討す るため,ラ イフサイ

クル コス トの算定を行 った.ラ イフサイクル コス トの算

定にあたっては,道 路管理者費用,道 路利用者費用,沿

道および地域社会の費用を考慮する必要がある.こ の中

で,道 路利用者費用については事故費用などを,沿 道お

よび地域社会の費用については環境費用などを考慮する

べきであるが,機 能回復作業により変化(改 善)す る現

場透水量と事故の関係,現 場透水量の回復量と環境費用

(騒音値)の 関係など,定 量的に明確化されていない部

分が多いのが実情である.このため,本論文においては,

道路管理者費用に的を絞って論ずることとした.

コスト分析の一般条件を表-10に 示す.

b)道 路管理者費用

道路利用者費用の算出方法は確立されていないことか

ら,今 回は道路管理者費用である機能回復費用と補修費

用(切 削オーバーレイ)に ついて検討した°

(1)道路管理者費用算定条件

維持費用lm2当 たりの維持費用は,表-8のMCTの 予測

式により算定された各年のMCTの 値を式(6)8)に代入する

ことにより算出した.

Y(円/m2・ 年)=274.0-27.2MCI(6)
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機能 回復費用,補 修費用は 「国土交通省土木工事標準

積算基準書」等を参考に積算 した,「機能回復費用:130(円

/m2)」,「 切削オーバー レイ費用:5,000(円/m2)」 を用い

た.な お,機 能回復費用については,機 能回復作業費用,

機械損料,規 制費用,回 収汚泥の運搬費用は計上 してい

るが,汚 泥処分費用は計上 していない.

(2)道路管理者費用算定結果

費用の比較は1m2あ た りの単価について行った.透 水

量のマスターカーブは,表-7を さらに設計大型車交通量

別に分類 した表-11に 示すものを用い,切 削オーバー レイ

実施の基準を 「透水量=0m1/15sec」,「MCI=3.5」 とした

場合の最適(最 安価)作 業頻度のコス ト検討を行った.

コス トパフォーマンスの解析期間を40年 と仮定 した場 合

の最適作業頻度の算定結果を表-12に,一 例 として,一 般

地域,市 街地,旧C交 通の場合の総コス トと透水量の経

時変化を図-14に 示す.

今回示 した条件では,最 適作業頻度は1年 に1回,あ

るいは,6ヶ 月に1回 と,全 てのケースにおいて機能回復

作業を行 う方が,行 わないよ りも管理者費用が安価 とな

った.し かし,設 計期間によっては,機 能回復作業を行

わない方が安価な場合 も確認 されたので,機 能回復作業

の実施,未 実施も含めて設計期間,路 線条件別に検討 し

ていくことが必要である.ま た,本 検討では,全 国のデ

ータを一律に取扱ったため機能回復車毎の作業費用や能

力を区分 しなかったが,実 際は異なるため,個 別に検討

する必要がある.

(4)機 能回復作業の最適作業頻度検討のまとめ

本章では,全 国の透水量,路 面性状データを一括的に

まとめ条件別に分類,階 級分けをし,効 果や コス ト分析

を踏まえた機能回復の最適作業頻度を求めることができ

た.

5.ま とめ

全国の透水量や路面性状データをまとめた上で条件別

に分類,階 級分けし,効 果やコストを分析する手法によ

り検討した.そ の結果,機 能回復の最適作業頻度を求め

ることができた.

しかし,こ こで示した検討方法は,あ くまでも機能回

復手法に対する考え方の一つにすぎない.し たがって,

今後,機 能回復作業の導入を検討する場合には,各 現場

条件に適した手法を個別に検討 し,機能回復作業実施の

有無も含めて考えていく必要があると考えられる.
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EXAMINATION OF THE POROUS ASPHALT PAVEMENT FUNCTIONAL

MAINTENANCE METHODOLOGY CONSIDERING COST PERFORMANCE

Akihiro KONAGAI, Masahide ITO and Hiroyuki NITTA

Porous asphalt pavement has been constructed expecting a water permeability function and a low noise

function. But it is a problem that these functions fall in a few years. In this paper, it is reported the result of

functional recovery tests and the result of examination what best frequency of functional recovery works is in the

view of cost performance which is based on the data of the practical road in Japan. It was clarified that we may be

able to set the best frequency, in the view of cost performance, of functional recovery works by considering the

water permeability and MCI.
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